
 

新潟県柏崎市建設工事入札参加資格審査及び業者選定要領 

 

昭和６２年４月１日 伺定 

最終改正 令和６年１０月２２日 伺定 

（趣旨） 

第１条 この要領は、柏崎市建設工事入札参加資格審査規程（平成７年３月告示第２１号。以下 

「規程」という。）に基づき、競争入札及び随意契約の協議に参加する建設業者及び共同企業

体の資格審査及び業者選定について必要な事項を定めるものとする。 

 （資格審査） 

第２条 規程第３条又は第１６条の規定による建設工事入札参加資格審査申請書及び添付書類の

提出があったときは、規程第６条又は第１７条の規定に基づき次の１又は２に掲げる基準によ

り審査し、３に掲げる方法により総合評点を算出するとともに、土木一式工事、建築一式工事、

電気工事、管工事については、４に掲げる基準に従って等級格付けを行う。 

１ 建設業者 

  ⑴ 客観的事項 

    「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準」（平成２０年国土交通

省告示第８５号。以下「国土交通省告示」という。）の基準により審査するものとする。 

  ⑵ 主観的事項 

    次に掲げる基準により審査するものとする。 

   ア 社会貢献活動の状況 次の(ｱ)から(ｵ)までのいずれか又は全てに該当した場合に、別

表８による評点を与える。 

(ｱ) 障害者の雇用状況 

      ａ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条第１

項の規定による障害者の雇用義務がある場合 

法定雇用率を満たす数を超える数の障害者を雇用している場合 

      ｂ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条第１

項の規定による障害者の雇用義務がない場合 

障害者を１人以上雇用している場合 

    (ｲ) 男女共同参画の推進状況 

       新潟県のハッピーパートナー企業（新潟県男女共同参画推進企業）登録要綱に基づ

く登録を受けている企業で、下記のａ又はｂのいずれか一方又は両方に該当してい

る場合 

ａ 次世代育成支援対策推進法(平成１５年法律第１２０号)第１２条第１項又は第

４項に基づく「一般事業主行動計画」を策定し、都道府県労働局へ提出したもの 

      ｂ 経営事項審査の審査基準日現在において、建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに

基づく主任技術者になる資格を有する女性を雇用しているもの 

    (ｳ) 消防団協力事業所の認定状況 

       柏崎市の消防団協力事業所表示制度に基づき、消防団協力事業所に認定されている

場合 

    (ｴ) 就業体験又は職場実習に関する機会の提供の状況 

       定期申請年の前年の１１月３０日以前２年間において、柏崎市内の営業所で連続す

る２営業日以上の就業体験又は専門の実践的な技術及び技能の習得を目指す職場実

習の機会を提供した場合 



 

    (ｵ) ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組状況 

       ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）（以下「ＳＤＧｓ」という。）の達成に向けた取組

みを行っている企業で、下記のａ又はｂのいずれか一方又は両方に該当する場合 

      ａ ＳＤＧｓの達成に向けた取組みを自社ホームページに掲載している者 

      ｂ ＳＤＧｓの達成に向けた行動宣言又は行動指針などを策定している者 

    イ 若年者の雇用状況 

     次の(ｱ)から(ｳ)までの全てに該当した場合に、申請のあった全ての建設工事の種類に

対して、別表９による評点を与える。 

(ｱ) 定期申請年の前年の１１月３０日以前４年間において、若年者（採用の日において

３０歳未満の者をいう。以下同じ。）を雇用期間の定めのない常勤職員として新たに

採用していること。 

    (ｲ) 当該者を継続して雇用していること。 

    (ｳ) 当該者の勤務地が柏崎市内の営業所であること。 

   ウ 柏崎市優良建設工事表彰の受賞歴 

     定期申請期間の属する年度及びその前年度において、柏崎市優良建設工事表彰要領に

基づき市長の表彰を受けている場合は、当該表彰を受けた建設工事の種類に対して、１

０点を与える。 

２ 共同企業体 

  ⑴ 客観的事項 

規程第１７条の規定に基づく企業体の審査は、各構成員について前記１に掲げる基準に 

より審査を行ったうえで、次に掲げる基準により審査を行う。 

   ア 経営規模 

    (ｱ) 許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均完成工事高 

各構成員の許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均完成工事高のそ

れぞれの和を用いて行うものとする。 

    (ｲ) 自己資本の額及び利益額 

       各構成員の自己資本の額及び利益額のそれぞれの和を用いて行うものとする。 

   イ 経営状況 

     各構成員について算出される経営状況の評点の平均値によるものとする。 

   ウ 技術力 

     許可を受けた建設業の種類ごとに算出した各構成員の技術職員数値のそれぞれの和を

用いて行うものとする。 

   エ その他の審査項目（社会性等） 

各構成員について算出されるその他の審査項目（社会性等）の評点の平均値によるも

のとする。 

  ⑵ 主観的事項 

    次のア及びイに掲げる基準により審査するものとする。 

   ア 社会貢献活動の状況 

     各構成員について算定される評点の平均値によるものとする。 

   イ 若年者の雇用状況 

     各構成員について算定される評点の平均値によるものとする。 

 ３ 総合評点の算出方法 

   建設工事の種類ごとに国土交通省告示の定めるところにより、建設業法施行規則（昭和２



 

４年建設省令第１４号）第２１条の３によって算出された点数に主観的事項の評点の和を加

えて総合評点を算出する。 

 ４ 格付けの基準 

   別表７により格付けする。 

（経常共同企業体の資格要件） 

第２条の２ 

経常共同企業体は、規程第１５条第２項に規定する要件のほか、次の各号に掲げる要件をす

べて満たすものでなければならない。 

 (1) 構成員が、入札に参加しようとする業種について、元請・下請を問わず直前２年間に官公

庁及び民間における完成工事高を有すること。 

 (2) 構成員の数が３者以内であること。 

 (3) 構成員のすべてが相互に同一又は直近の等級に格付けされた者であること。 

 (4) 代表者の出資比率は、他の構成員と同一又はそれより大きいこと。 

 (5) 出資比率が最小の構成員の出資比率は、次に掲げる場合による区分に応じ、それぞれの定

める比率以上であること。 

(ｱ) 構成員の数が２者の場合 ３０％ 

(ｲ) 構成員の数が３者の場合 ２０％ 

(6) 建設業法の定めるところにより監理技術者又は国家資格を有する主任技術者等を工事

現場に配置することができること。 

（経常共同企業体の解散、参加資格の辞退） 

第２条の３ 経常共同企業体は、規程第１８条第２項に規定する参加資格の有効期間（当該期間

を経過した日において、請け負った工事で未完成のものがあるときは、当該工事が完成する日

までの間。）は、構成員の破産、解散等やむを得ない理由がある場合を除き、市長の承認を得

なければ、解散し、参加資格を辞退することができないものとする。 

（事務取扱） 

第３条 資格審査の事務取扱は次によるものとする。 

 ⑴ 規程第６条及び第１７条の規定による入札参加資格者名簿を作成するものとする。 

 ⑵ 規程第６条及び第１７条の規定による入札参加資格審査の結果の通知は書面により行うも

のとする。 

 （共同企業体の入札等） 

第４条 共同企業体の入札及び見積は、次によるものとする。 

 ⑴ 共同企業体の入札書及び見積書には、構成員の代表者で代表権を有する者の記名押印をも

って入札等をするものとする。 

 ⑵ 共同企業体に対する入札事項の通知、書面による落札者の決定通知及び見積書を徴すると

きの通知は、共同企業体の代表者に対して行うものとする。 

（共同企業体との請負契約） 

第５条 共同企業体との請負契約は次によるものとする。 

 ⑴ 共同企業体と締結する請負契約書には、構成員全員に記名押印させなければならない。 

 ⑵ 請負契約書には協定書を添付させなければならない。 

 ⑶ 請負契約には次の特約条項を設けなければならない。 

ア 構成員は、請負契約の履行に関し共同連帯して責任を負うこと。 

イ 新潟県柏崎市財務規則（平成１６年規則第５号）別記建設工事請負基準約款第４３条の

規定は、解散した共同企業体の構成員に適用があること。 



 

ウ 発注者は、相手方に対する通知、請求、承諾及び協議等その契約による行為については、

共同企業体の代表者を相手方とすること。 

 ⑷ 請負契約の履行の完了以前における構成員の脱退については、破産、解散等、真にやむを

得ない事由があると認められる場合のほかは脱退に対する承認は与えないものとする。 

（業者選定の原則） 

第６条 指名競争入札における指名業者の選定は、発注する工事の種類に適応する法第３条第１

項の規定による許可を受けている業者の中で当該工事の級に適応する業者を選定することを

原則とする。 

２ 指名業者の選定にあたっては、建設業者に均等な受注の機会を与えるよう配慮するとともに、

市発注工事の公共性にかんがみ、当該業者の総合管理能力、市工事施工実績、手持工事の状況、

技術的適性、前年度の請負工事成績評定等を勘案し、厳正を期するものとする。 

３ 年度途中において市税及びこれに類する市に対する納入金を滞納している業者は、選定しな

いことができる。 

 （業者選定の特例） 

第７条 関連工事及び応急工事について、土木一式工事及び建築一式工事にあっては当該建設業

者の格付級より１級上位級に、又は２級下位級まで、電気工事及び管工事にあっては格付級よ

り１級上位級に、又は１級下位級まで選定することができる。 

２ 建設業者及び共同企業体構成員の本社等所在の地域内並びに隣接地域内の工事については、

当該建設業者の格付級より上下１級位級まで選定することができる。 

３ 災害等により緊急に必要とする工事、特殊な技術、経験、機械を必要とする工事、その他特別

な事由のある工事については、等級に関係なく適当と認められる業者を選定することができる。 

４ 継続的な工事について、当該工事の工事成績が当該年度又は前年度において優良工事の表彰

を受けた工事に該当し、優良とみなされた場合は、当該業者の格付級より上下１級位級まで選

定することができる。 

 （地域的考慮） 

第８条 指名業者の選定は、柏崎市に本店を有する業者を第１位指名とする。 

２ 前項によっても適当な業者がない場合は、柏崎市に支店又は営業所を有する業者を第２位指

名とする。 

３ 前２項によっても適当な業者がない場合は、県内に本店を有する業者を第３位指名とする。 

４ 前３項によっても適当な業者がない場合は、県内に支店又は営業所を有する業者を第４位指

名として考慮するものとする。 

５ 前各項の規定による事が困難又は特殊な事情若しくは特別の考慮により地域の異なる業者を

指名しようとするときは、その工事の等級以上の業者でなければならない。 

 （指名数） 

第９条 指名業者数の標準は次のとおりとする。 

   Ａ級工事  ６者以上 

   Ｂ級工事  ５者以上 

   Ｃ級工事  ４者以上 

２ 格付けのない業種の工事については、設計額を基準として前項の規定を準用する。ただし、

特殊な工種等の場合は適宣勘案するものとする。 

（共同企業体の指名） 

第 10条 共同企業体の指名選定は、前４条の規定によるもののほか、次によるものとする。 

２ 特定共同企業体及び経常共同企業体を指名する入札には、当該企業体の構成員を指名するこ



 

とができないものとする。 

 

 

   附 則 

 この要領は、昭和６２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成元年度の建設工事の入札に参加する者の資格審査から適用した。ただし、第

９条の改正規定については、平成元年５月１５日から適用した。 

   附 則 

 この要領は、平成２年９月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成４年７月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成５年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成６年１２月２６日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成７年６月１６日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成１１年２月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成１１年４月１９日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成１１年５月２０日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成１２年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成１３年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成１５年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成１５年１０月１日から適用する。 

   附 則 

 この要領は、平成２１年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成２２年１２月１日から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度以降の入札参加資格審査に係るも

のについて適用する。 

別表１～６ （削除） 

附表３～４ （削除） 

   附 則 

 この要領は、平成２５年４月１日から適用する。 



 

附 則 

 この要領は、平成２８年１１月１日から施行し、改正後の新潟県柏崎市建設工事入札参加資格

審査及び業者選定要領の規定は、平成２９年度以降の入札参加資格審査に係るものについて適用

する。 

   附 則 

この要領は、令和２年１１月１日から施行し、改正後の新潟県柏崎市建設工事入札参加資格審

査及び業者選定要領の規定は、令和３年度以後の入札参加資格審査に係るものについて適用する。 

   附 則 

この要領は、令和４年１１月１日から施行し、改正後の新潟県柏崎市建設工事入札参加資格審

査及び業者選定要領の規定は、令和５年度以後の入札参加資格審査に係るものについて適用する。 

   附 則 

この要領は、令和６年１１月１日から施行し、改正後の新潟県柏崎市建設工事入札参加資格審

査及び業者選定要領の規定は、令和７年度以後の入札参加資格審査に係るものについて適用する。 

 

別表７ 

注 総合評点の基準は満たすが、技術職員数の基準を満たさない場合、技術職員数の基準を満たす

等級まで降級する。 

土木一式工事 

等 級 
土 木 一 式 工 事 

総合評点 １級技術職員数 １級＋２級技術職員数 

Ａ ８２０以上 ２人以上 ７人以上 

Ｂ ６７０～８１９  ３人以上 

Ｃ ６６９以下  ２人以上 

１ １級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）による技術検定のうち、検

定種目を一級の建設機械施工又は一級の土木施工管理とする第二次検定に合格した者 
⑵ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第二次試験のうち、技術部門を建設部門、農業

部門（選択科目を「農業土木」とするものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とす

るものに限る。）、水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに限る。）又は総合技術監理部

門（選択科目を建設部門に係るもの、「農業土木」、「森林土木」、又は「水産土木」とする者に

限る。）とするものに合格した者 

２ ２級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 法による技術検定のうち、検定種目を一級の建設機械施工又は一級の土木施工管理（種別を

「土木」とするものに限る。）とする第一次検定に合格した者、若しくは二級の建設機械施工又

は二級の土木施工管理（種別を「土木」とするものに限る。）とする第二次検定に合格した者 

 

建築一式工事 

等 級 建 築 一 式 工 事 

 総合評点 １級技術職員数 １級＋２級技術職員数 

Ａ ７９０以上 ２人以上 ５人以上 

Ｂ ６９０～７８９  ３人以上 

Ｃ ６８９以下  １人以上 

１ １級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 法による技術検定のうち、検定種目を一級の建築施工管理とする第二次検定に合格した者 



 

⑵ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による一級建築士の免許を受けた者 

２ ２級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 法による技術検定のうち、検定種目を一級の建築施工管理（種別を「建築」とするものに限

る。）とする第一次検定に合格した者、若しくは二級の建築施工管理（種別を「建築」とするも

のに限る。）とする第二次検定に合格した者 

⑵ 建築士法による二級建築士の免許を受けた者 

 

電気工事 

等級 
電  気  工  事 

総合評点 １級技術職員数 １級＋２級技術職員数 

Ａ ８００以上 １人以上 ２人以上 

Ｂ ６５０～７９９  １人以上 

Ｃ ６４９以下  １人以上 

１ １級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 法による技術検定のうち、検定種目を一級の電気工事施工管理とする第二次検定に合格した者 

⑵ 技術士法による第二次試験のうち、技術部門電を電気電子部門、建設部門又は総合技術監理

部門（選択科目を電気電子部門又は建設部門に係るものとするものに限る。）とするものに合格

した者 

２ ２級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 法による技術検定のうち、検定種目をを一級の電気工事施工管理とする第一次検定に合格し

た者、若しくは二級の電気工事施工管理とする第二次検定に合格した者 

⑵ 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）による第一種電気工事士免状の交付を受けた者

又は第二種電気工事士免状の交付を受けた後電気工事に関し３年以上の実務経験を有する者 

⑶ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による第一種、第二種若しくは第三種電気主任技

術者免状の交付を受けた後電気工事に関し５年以上の実務経験を有する者 

⑷ 建築士法による建築設備に関する知識及び技能につき国土交通大臣が定める資格を有するこ

ととなった後電気工事に関し１年以上の実務経験を有する者 

⑸ 一般社団法人日本計装工業会が行う登録計装試験に合格した後電気工事に関し１年以上の実

務経験を有する者 

 

管工事 

等級 
管   工   事 

総合評点 １級技術職員数 １級＋２級技術職員数 

Ａ ７４０以上 １人以上 ２人以上 

Ｂ ６５０～７３９  １人以上 

Ｃ ６４９以下  １人以上 

１ １級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 法による技術検定のうち、検定種目を一級の管工事施工管理とする第二次検定に合格した者 

⑵ 技術士法による第二次試験のうち、技術部門を機械部門（選択科目を「熱工学」又は「流工

学」とするものに限る。）、上下水道部門、衛生工学部門、又は総合技術監理部門（選択科目を

「熱工学」、「流体工学」又は上下水道部門若しくは衛生工学部門に係るものとするものに限る。）

とするものに合格した者 

２ ２級技術職員とは、次に掲げる者をいう。 

⑴ 法による技術検定のうち、検定種目を一級の管工事施工管理とする第一次検定に合格した者、

若しくは二級の管工事施工管理とする第二次検定に合格した者 

⑵ 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）による技能検定のうち、検定職種を一級の

冷凍空気調和機器施工、配管（選択科目を「建築配管作業」とするものに限る。）若しくは建築

板金（選択科目を「ダクト板金作業」とするものに限る。）とするものに合格した者又は検定職

種を二級の冷凍空気調和機器施工、配管（選択科目を「建築配管作業」とするものに限る。）若

しくは建築板金（選択科目を「ダクト板金作業」とするものに限る。）とするものに合格した後

管工事に関し３年以上の実務経験を有する者 



 

⑶ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）による給水装置工事主任技術者免状の交付を受けた後

配管工事に関し１年以上の実務経験を有する者 

⑷ 建築士法による建築設備に関する知識及び技能につき国土交通大臣が定める資格を有するこ

ととなった後管工事に関し１年以上の実務経験を有する者 

⑸ 一般社団法人日本計装工業会が行う登録計装試験に合格した後管工事に関し１年以上の実務

経験を有する者 

 

別表８ 

社会貢献活動の状況に応じて与える評点 

主 観 的 事 項 評点（※） 

障害者の雇用状況 

障害者の雇用義務がある場合 

法定雇用率を満たす数を超える数の障害者

を雇用している場合 

１０ 

障害者の雇用義務がない場合 

障害者を１人以上雇用している場合 
１０ 

男女共同参画の 

推進状況 

一般事業主行動計画を策定している場合 ５ 

女性の技術者を雇用している場合 ５ 

消防団協力事業所の 

認定状況 

柏崎市の消防団協力事業所に認定されている

場合 
１０ 

就業体験又は職場実習に関する

機会の提供の状況 

柏崎市内の営業所において、連続する２営業日

以上の就業体験又は職場実習に関する機会を

提供した場合 

１０ 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

の取組状況 

ＳＤＧｓの達成に向けた取組みを自社ホーム

ページに掲載している場合 
１０ 

ＳＤＧｓの達成に向けた行動宣言又は行動指

針などを策定している場合 

※上記の評点の合計が、３０点を超える場合にあっては、付与する評点を３０点とする。 

 

別表９ 

若年者の雇用状況に応じて与える評点 

主 観 的 事 項 評 点 

若年者を１人以上雇用している場合 ２０ 

上記雇用者に技術者又は技能労働者が含まれる場合 上記＋１０ 

 


